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ＩＣカード乗車券の導入・相互利用に向けて共同運営会社を設立します 
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◎ 共同運営会社の設立スキーム 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※ 共同運営会社の概要は、【別紙 1】をご参照下さい。 

※ ＩＣカード相互利用の実施予定事業者は、【別紙 2】をご参照下さい。 

・ パスネットおよびバス共通カードの発行事業者は、2006年度に導入を予定している

ＩＣカード乗車券を一元化することで合意しました。 

また、この新ＩＣカードを発行・運営するため、「パスネット・バスＩＣカード株式

会社（仮称）」を共同で設立します。 

・ 東日本旅客鉄道株式会社および「パスネット・バスＩＣカード株式会社（仮称）」は、

ＩＣカード乗車券の相互利用を円滑に実施していくため、「株式会社ＩＣカード相互

利用センター（仮称）」を共同で設立します。 
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◎ 共同運営会社の概要   ※いずれも 2004年 1 月 30日現在の概要です。 

 
１ パスネット・バスＩＣカード株式会社（仮称） 

  パスネットおよびバス共通カード発行事業者が導入を予定している新ＩＣカードの発

行・運営を行う。 

 (1) 業務内容 

・ＩＣカード乗車券の発行、前受け金の管理 

・導入事業者へのＩＣカード利用額の支払い 

・ＩＣカードの販売促進および宣伝 など 

 

 (2) 設立概要 

 ① 名称    パスネット・バスＩＣカード株式会社（仮称） 

 ② 所在地 東京都台東区 

 ③ 資本金  ３６，０００千円 

 ④ 出資 鉄道事業者９社が均等に出資 

          （小田急電鉄㈱、京王電鉄㈱、京成電鉄㈱、京浜急行電鉄㈱、相模鉄道㈱、 

西武鉄道㈱、帝都高速度交通営団、東京急行電鉄㈱、東武鉄道㈱） 

   ※今後、他の導入予定事業者の資本参加も検討する。 

 ⑤ 代表取締役（予定） 菅谷 雅夫（相模鉄道㈱電車部長） 

  ⑥ 設立日（予定） ２００４年２月９日 

 

 

２ 株式会社 IC カード相互利用センター（仮称） 

  ＩＣカード乗車券の相互利用に伴って生じるＳｕｉｃａと新ＩＣカードの共通業務を

行う。 

 (1) 業務内容 

・ＩＣカード相互利用に伴うデータの処理 

・ＩＣカードの共同調達 

・ＩＣカードシステムに係る共通的なデータ管理、仕様管理 など 

 

 (2) 設立概要 

 ① 名称 株式会社ＩＣカード相互利用センター（仮称） 

 ② 所在地 東京都台東区 

 ③ 資本金 ２０，０００千円 

 ④ 出資 パスネット・バスＩＣカード株式会社（仮称）および東日本旅客鉄道

株式会社が折半で出資 

 ⑤ 代表取締役（予定） 菅谷 雅夫（相模鉄道㈱電車部長） 

 ⑥ 設立日（予定） ２００４年３月１日 

【別紙 1】 



【別紙 2】 

ＩＣカード相互利用の実施予定事業者一覧 

 

 

伊豆箱根鉄道※1 江ノ島電鉄※1  小田急電鉄   小田急ﾊﾞｽ   

神奈川中央交通 川崎市交通局  川崎鶴見臨港ﾊﾞｽ 関東ﾊﾞｽ   

京王電鉄  京王電鉄ﾊﾞｽ  京成電鉄  京成ﾊﾞｽ   

京浜急行電鉄  京浜急行ﾊﾞｽ  国際興業  埼玉高速鉄道   

相模鉄道※1  首都圏新都市鉄道（2005年秋開業予定）  新京成電鉄    

西武鉄道  西武ﾊﾞｽ  立川ﾊﾞｽ  多摩都市ﾓﾉﾚｰﾙ   

千葉海浜交通  千葉中央ﾊﾞｽ  千葉内陸ﾊﾞｽ  ちばﾚｲﾝﾎﾞｰﾊﾞｽ   

帝都高速度交通営団※2 東急ﾊﾞｽ  東京急行電鉄  東京都交通局※1 

東京ﾍﾞｲｼﾃｨ交通 東武鉄道  東武ﾊﾞｽｾﾝﾄﾗﾙ  東葉高速鉄道   

西東京ﾊﾞｽ  箱根登山鉄道  箱根登山ﾊﾞｽ  富士急湘南ﾊﾞｽ   

船橋新京成ﾊﾞｽ  北総開発鉄道  舞浜ﾘｿﾞｰﾄﾗｲﾝ  ゆりかもめ   

横浜高速鉄道  横浜市交通局※1 横浜新都市交通  

※1 鉄道部門・ﾊﾞｽ部門とも実施します   ※2 2004年 4月から「東京メトロ」となります 
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